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H27 H28 H29 H30 H31

1 50% 50% 100% 100% 100%

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,856 千円）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

314 314 0

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 4,094 3,975 0

一般財源 3,780 3,661 0

人員（人工） 0.04 0.04

内

訳 その他

H29予算

3,780 3,661

国道支出金

地方債

事業費　（＝下記内訳計）

H28予算 H28決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値
目標値
（H32）

目標値
（H37）

河川施設整備済箇所数（１箇所）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

普通河川敷地内の未利用となっている河川施設の埋立てなどを行い、安全対策や環境整備を実施
する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

普通河川敷地に隣接する市民が快適に生活できる環境の保全。

３　事務事業の現状

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

道路利用者

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 道路・河川の整備と管理

施策目標 広域交通ネットワークの形成と社会基盤の充実したまち

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【平成２８年度】

主管課名（担当名） 建設水道部都市整備課都市事業担当

事務事業名 河川敷地環境保全事業 事業番号 12537



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 平成29年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

平成２８年の河川事業は、河川改修事業と河川敷地環境保全事業の２事業があり、各事業において
内容に違いがあり統合はできない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

河川管理者が行う事業のため。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

河川敷地内の安全確認や環境保全を目的とした事業内容で、現状見直しの必要性は無いと考え
る。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

建設的な事業で、その都度最善の工法（事後の維持管理も含め）を検討し実施しており、維持管理
などを含めて意識しながら業務を行っている「ない」と考える。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

現地状況により、市民の要望する内容や市が実施する対策（対応）が異なる場合も多いが、現状に
即した対策を実施していると考えている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　■一部可能　　□不可能

環境整備的な内容とした場合、草刈やごみ拾いなども含まれると思われるが、河川周辺の住民や各
町内会での取組みは可能と思われる。
しかし、現地の状況から怪我など危険性の問題を考える場合は、保険等の加入など整理すべき問
題はあると思う。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど

大雨や高潮後などによる河川周辺の環境が悪化するケースなど、住宅などが近接している状況下
での環境保全（維持）を望む市民要望は強く、そのニーズにどこまで対応できるかが、今後の課題と
なっている。
（管理河川数＝165河川）
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H27 H28 H29 H30 H31

1 ７台 ７台 ７台 ７台 ７台

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,856 千円）

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【平成２９年度】

主管課名（担当名） 都市整備課維持担当

事務事業名 除雪機械購入事業 事業番号

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

根室市民

対象者の今後の予想

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 道路・河川の整備と管理

施策目標 広域交通ネットワークの形成と社会基盤の充実したまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

除雪機械保有台数

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

社会資本整備総合交付金事業として補助申請手続きを経て、入札により除雪機械（ロータリ除雪車
１台）を購入した。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

老朽化による修繕費の増加及び作業能力の低下を抑え、除雪作業の迅速化を図る。

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H28予算 H28決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H29予算

45,964 44,280

国道支出金 26,092 9,178

地方債

1,964 1,964 0

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 47,928 46,244 0

一般財源 1,372 1,402 0

人員（人工） 0.25 0.25

内

訳

18,500 33,700

その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など 入札執行により購入済みである。

今後の動向・市民ニーズなど 近年の大雪に対して、市民の除雪対策への強化や、きめ細やかな除雪の実施要望に対応できる。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

経過年数１８年を目途とし、更新計画していく。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

除雪用機械及び装置の特殊性から、難しい。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

冬季の安全な道路確保と生活の利便性が得られ、除雪対策強化として有効である。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

社会資本整備総合交付金事業内の除雪機械の更新であるため。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 平成29年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

除雪規格の更新は社会資本整備総合交付金事業のみであるため。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

冬季の安全な道路確保のため、市道・私道を合わせて除雪を実施していることから困難である。


